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出典:https://www.nippon.com/ja/japan-data/h00812/

日本全国2010年から2019年までの水害被害額推移

2兆1500億円

※Typhoon Hagibis：令和元年東日本台風



研究問題
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結 果
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：火災保険・住まい保険・共済、防災

知識、技術の習得、危険回避など

最近の水害が水災補償の加入に影響を与えるか？
ほかの社会経済要因が水災補償の加入にどのような
影響を与えるか？

※内閣府の推計 2015年度



国土交通省 水害の原因
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台風、豪雨、梅雨前線豪雨（97％）、冬期風浪、地すべり、波浪風
浪、落雷、融雪、降雪、暴風高潮

主
な
風
水
災
等
に
よ
る
保
険
金
の
支
払
い

出典：日本損害保険協会 日本の損害保険ファクトブック2020
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比較：地震保険による保険金支払
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出典：日本損害保険協会 日本の損害保険ファクトブック2020
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水害補償内容
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三井住友海上 住宅総合保険の例：
水害により保険価額の３０％以上の損害となった場合、および床上浸
水（店舗総合の場合は、床上浸水または地盤面より45㎝を超える浸
水）の場合
保険金支払い：
●保険価額の３０％以上の損害の場合

保険金= 保険金額×
損害の額
保険価額

×７０％（保険金額×７０％が限度）

●床上浸水（店舗総合の場合は、床上浸水または地盤面より45cmを超
える浸水）で保険価額の１５％以上３０％未満の損害の場合
保険金= 保険金額×１０％

（１回の事故につき１構内［敷地内］ごとに２００万円が限度）
●床上浸水（店舗総合の場合は、床上浸水または地盤面より45cmを超
える浸水）で保険価額の１５％未満の損害の場合
保険金= 保険金額（注3）×５％

（１回の事故につき１構内［敷地内］ごとに１００万円が限度）

出典：三井住友海上公式ウェブサイトhttps://www.ms-ins.com/personal/kasai/
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公的支援制度
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被災者生活再建支援制度
生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して支援金が支
給されるもの。（最大300万円）

住宅の応急修理（災害救助法）
自ら修理する資力のない世帯に対して、日常生活に必要
な最小限度の部分を応急的に修理するもの。修理限度額
は57.4万円

災害復興住宅融資（住宅金融支援機構）
災害で罹災した住宅の早期の復興を支援するもの。融資
限度額（基本融資額）1,650万円

出典：内閣府パンフレット「保険・共済加⼊のすすめ」http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hisaisha_kyosai/index.html
9

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hisaisha_kyosai/index.html


リスク認識
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出典：2018年内閣府政府広報室水害に対する備えに関する世論調査
https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h27/h27-suigaig.pdf

「今後１０年以内に被害を受ける可能性はないと思う」と答えた者の
割合が52.2％となっている。
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出典：2018年内閣府政府広報室公表データ 水害に対する備えに関する世論調査―2005調査
https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h27/h27-suigaig.pdf

水害に対する居住地域の安全性
「安全」と答えた者の割合が81.3％
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出典：国土交通省国土政策局 都道府県別の災害リスクエリアに居住する人口について
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001373119.pdf
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リスク認識

洪水リスクエリア
に住んでいる人口
の割合は約30％

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001373119.pdf


水災補償加入状況
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「自宅建物もしくは家財を対象とした水害による損害を補償する火
災保険や共済に加入している」とする者の割合が31.1％

出典：2018年内閣府政府広報室 水害に対する備えに関する世論調査
https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h27/h27-suigaig.pdf
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出典：内閣府政府広報室 水害に対する備えに関する世論調査https://survey.gov-online.go.jp/tokubetu/h27/h27-suigaig.pdf
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先行研究

【災害事象がリスク認知に与える影響に関する研究】

概念
 リスクに対する個人の態度を説明するツール：ヒューリスティク

ス（Heuristics）、洪水リスクに最も関連するHeuristics以下の
２種類がある：アベイラビリティ（Availability）、ギャンブ
ラーの誤謬（Gambler’s Fallacy）。

Kousky and Shabman (2015)

 アベイラビリティは、最近の出来事は顕著的に記憶を残ることで
ある。

Tversky and Kahneman (1973)

 ギャンブラーの誤謬は、最近の災害イベントの後に、同じ災害の
確率が低くなったと考えることである。

 アベイラビリティの効果を相殺する可能性がある。
Pidot（2013）
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先行研究

【災害事象がリスク認知に与える影響に関する研究】

ヒューリスティクスの実証研究
 米国の州レベルの洪水保険の需要は、最近の洪水経験と高い相

関性があることを示した。

Browne and Hoyt (2000)

 アベイラビリティの影響は一時的なものである。神戸地震後、
保険需要の急増が4年間持続したことを実証した。

神谷（2019）

 重大でない水災事象は、洪水保険の加入に影響しない。
Wachinger et al. (2013)

 無損失経験の影響からみると、頻繁な揺れの経験が地震保険の
加入に正の影響を与えるという仮説を実証した。

Lin (2020)
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【災害事象がリスク認知に与える影響に関する研究】

水災重大さの定義

 重大な洪水事象の定義：影響範囲が大きい水災である。
Gallagher (2014)

 ヒューリスティクスは損失事象の確率と関連性があるが、
損失の強度と関連性が低い。つまり、水災の厳しさに対す
る認識は、水災の範囲は重要だが、損失の金額は重要では
ない。

Kousky and Shabman (2015)
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仮設

【本研究の仮設】1-1

18

（重大な水災の定義）
重大な水災がある年度で、水災補償の加入は水災のため増え
る。水災の顕著さの定義は、損失の金額ではなく、規模が大
きい水災である。

【本研究の仮設】1-2

（重大でない水災の頻度）
重大な水災がない年度で、顕著でない水災の頻度が高ければ
高いほど、水災補償の加入率の増加が大幅になる。

はじめに

目 次

全体像

データ

分析手法

結 果

まとめ

先行研究



【社会経済要素に関する研究】

19

 水害リスクの高い地域ほど加入率が高い。20歳代～50歳代の加入
率が低い。被害を受ける可能性を認識している人の加入率が高い。
共同住宅の2階に居住している者の加入率が低い。一戸建て、共同
住宅の１階で加入が進んでいる。

内閣府（2018）

 保険加入は可処分所得と正の関係があり、貯蓄と負の関係があり、
保険料と負の関係がある。共済の加入と負の関係があり、公的支
援金と負の関係がある。

神谷（2019）

 保険の加入行動は教育と年齢が関係している。

Kunreuther and Michel-Kerjan（2015）

はじめに

目 次

全体像

データ

分析手法

結 果

まとめ

先行研究



【本研究の仮設】2
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日本における水災補償の加入は、社会経済的要因とも関連

（負の影響要因）
保険料水準、貯蓄額、住まい共済の加入率、政府の救済金
額、年齢、3 階以上マンションの割合

（正の影響要因）
可処分所得、教育水準

はじめに

目 次

全体像

データ

分析手法

結 果

まとめ

先行研究

仮設



【本研究の特徴】
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本研究は計量モデルを用いて、以上の三つの仮設を検証
する。水災補償加入の影響要因を解釈できる。はじめに

目 次

全体像

データ

分析手法

結 果

まとめ

先行研究 先行研究
災害のある側面を研究する：
e.g.洪水の損害額、地震の強度、
揺れの頻度
海外の水災、日本の震災を実

証対象にする
水災要因または社会経済要因

を集中する

本研究
 複数の側面を研究する：
水災の損害率、規模、重大
でない水災の頻度
 初めて日本の水災を実証

対象にする
 水災要因と社会経済要因

両方を分析する
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目 次
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定義 出典
目的変数

Take up 水災補償加入率 損害保険料率算出機構

説明変数

社会経済変数

Income 世帯可処分所得 家計調査(統計局)

Savings 世帯貯蓄 全国家計構造調査(統計局)

Age 年齢中央値 国勢調査(統計局)

Education 大学入学率 社会教育調査(文部科学省)

JA Insurance 農協共済加入率
農業協同組合及び同連合会一斉調
査(農林水産省)
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結 果
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はじめに

目 次
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3-floor Apartments 3 階以上マンションの割合
住宅・土地統計調査
(統計局)

Price 火災保険平均保険料 損害保険料率算出機構

Government Relief 公的支援金
地方財政状況調査
(総務省)

水災要因

Damage Rate 都道府県別の損害率
水害統計調査(国土交通省)、
筆者の計算

Damaged Houses 都道府県別の家屋被害数 国土交通省、筆者の計算

Frequency 年度別の水害件数 国土交通省、筆者の計算

Long-term Risk
都道府県別の災害リスクエリ
ア内人口割合

国土交通省

使用データ（後半）
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【本研究の特徴】

先行研究
水災要因：
損害額または損害率、ダミー変
数（水災あるかどうか）
社会経済要因：
保険料水準、貯蓄額、政府の救
済金額、年齢、可処分所得、教
育水準

本研究
 水災要因：
損害額または損害率、ダミー変
数、水災範囲、頻度
 社会経済要因：
保険料水準、貯蓄額、住まい共
済の加入率、政府の救済金額、
年齢、3 階以上マンションの割
合、可処分所得、教育水準
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 二方向：主体効果に加え、時間効果を考えること

 時間を通じて変化しない一定な効果 と 個々の主体を通じ

て変化しない一定な効果 両方の効果をコントロールできる。

 国際的に、パネルデータの回帰分析の文献で広く使われてる。

【計量モデル】

25

𝑙𝑛 𝑡𝑎𝑘𝑒𝑢𝑝𝑖𝑡 = 𝛽1 𝑙𝑛 𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒 + 𝛽2 𝑙𝑛 𝑆𝑎𝑣𝑖𝑛𝑔𝑠 +𝛽3 𝑙𝑛 𝐴𝑔𝑒 +𝛽3 𝐸𝑑𝑢𝑐𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛

+𝛽4 𝑙𝑛 𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒 +𝛽5 𝑙𝑛 𝐽𝐴 𝐼𝑛𝑠𝑢𝑟𝑎𝑛𝑐𝑒 +𝛽6 𝑙𝑛 𝐺𝑜𝑣𝑒𝑟𝑛𝑚𝑒𝑛𝑡 𝑅𝑒𝑙𝑖𝑒𝑓

+𝛽6(3 − 𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟 𝐴𝑝𝑎𝑟𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡𝑠) + ෍

𝜏=𝑇1

𝑇2

𝛽𝜏𝑊𝑖,𝑡−𝜏 + 𝛼𝑖 + 𝛼𝑡 + 𝜖𝑖𝑡

二方向の固定効果モデル
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データ
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まとめ

はじめに
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全体像

【計量モデル】

 𝑊𝑖,𝑡−𝜏 は水災の特徴を反映する変数

 𝛼𝑖 は都道府県レベルの個人固定効果
 αt 年度別時間固定効果
 𝜖𝑖𝑡 は確率誤差項
 目的変数の自然対数をとることで、結果を保険加入率の弾

性として解釈することができます。

𝑙𝑛 𝑡𝑎𝑘𝑒𝑢𝑝𝑖𝑡 = 𝛽1 𝑙𝑛 𝐼𝑛𝑐𝑜𝑚𝑒 + 𝛽2 𝑙𝑛 𝑆𝑎𝑣𝑖𝑛𝑔𝑠 +𝛽3 𝑙𝑛 𝐴𝑔𝑒 +𝛽3 𝐸𝑑𝑢𝑐𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛

+𝛽4 𝑙𝑛 𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒 +𝛽5 𝑙𝑛 𝐽𝐴 𝐼𝑛𝑠𝑢𝑟𝑎𝑛𝑐𝑒 +𝛽6 𝑙𝑛 𝐺𝑜𝑣𝑒𝑟𝑛𝑚𝑒𝑛𝑡 𝑅𝑒𝑙𝑖𝑒𝑓

+𝛽6(3 − 𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟 𝐴𝑝𝑎𝑟𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡𝑠) + ෍

𝜏=𝑇1

𝑇2

𝛽𝜏𝑊𝑖,𝑡−𝜏 + 𝛼𝑖 + 𝛼𝑡 + 𝜖𝑖𝑡

26

分析手法

水災補償加入決定要因一考察

二方向の固定効果モデル
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結果として，収入，年齢，教育
水準，公的支援金，3 階以上マン
ションの割合が水災補償の加入に
有意な影響を与える。
興味深いことが、収入は水災補
償の加入に負の影響があり、公的
支援金は水災補償の加入に正の影
響がある。

原因：
 日本の水災補償は下級財

（inferior good）である；
 被害を受けた世帯に支給される

支援金の金額が少なすぎるため、
逆にリスク意識を高める。

Dependent variable ln(Take_up)

Socio-economic

ln(Income) -0.037**

(0.018)

ln(Savings) 0.006

(0.009)

ln(Age) -0.934**

(0.369)

Education 0.369**

(0.158)

ln(JA Insurance) -0.013

(0.036)

ln(Government Relief) 0.002***

(0.001)

3-floor Apartments -2.878***

(0.748)

ln(Price) 0.026

(0.025)

Constant 2.982**

(1.460)

Observations 235

R-squared 0.615

Number of pre 47

Prefecture FE YES

Year FE YES
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(0) (1) (2) (3) (4) (5) (6)

Dependent variable Severity Scale

ln(Take_up) W DR>0.01% DR>0.1% DR>0.5% DH>0.1% DH>0.5% DH >1%

ln(Income) -0.034* -0.038** -0.035* -0.039** -0.036* -0.040** -0.039**

(0.020) (0.018) (0.018) (0.016) (0.019) (0.018) (0.018)

ln(Savings) 0.006 0.007 0.005 0.010 0.008 0.010 0.008

(0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.009) (0.010)

ln(Age) -0.959** -0.892** -0.977** -0.830** -0.941** -0.894** -1.022***

(0.393) (0.366) (0.394) (0.330) (0.373) (0.337) (0.375)

Education 0.371** 0.380** 0.349** 0.355** 0.376** 0.344** 0.274

(0.162) (0.158) (0.160) (0.151) (0.159) (0.155) (0.163)

ln(JA Insurance) -0.003 -0.017 -0.023 -0.030 -0.017 -0.027 -0.031

(0.035) (0.039) (0.042) (0.040) (0.040) (0.041) (0.035)

ln(Government Relief) 0.002** 0.002*** 0.003*** 0.003*** 0.002*** 0.003*** 0.003***

(0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) (0.001)

3-floor Apartments -2.752*** -2.992*** -2.958*** -3.141*** -2.980*** -3.087*** -2.961***

(0.765) (0.843) (0.806) (0.766) (0.848) (0.780) (0.795)

ln(Price) 0.021 0.031 0.029 0.025 0.029 0.028 0.018

(0.026) (0.026) (0.027) (0.024) (0.026) (0.024) (0.026)

Flood year-2 0.001 -0.001 0.001 -0.002 -0.001 -0.004 -0.004

(0.003) (0.002) (0.004) (0.003) (0.002) (0.003) (0.004)

Flood year 0.004 0.003 0.008 -0.008 0.002 -0.007 0.030***

(0.003) (0.004) (0.009) (0.005) (0.004) (0.005) (0.005)

Flood year+1 0.004 0.005 0.006 -0.002 0.005 -0.005 0.035***

(0.004) (0.005) (0.009) (0.005) (0.004) (0.005) (0.007)
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(0) (1) (2) (3) (4) (5) (6)

Dependent variable Severity Scale

ln(Take_up) W DR>0.01% DR>0.1% DR>0.5% DH>0.1% DH>0.5% DH >1%

Flood year+2 0.001 0.004 0.004 0.005 0.002 0.003 0.016*

(0.005) (0.004) (0.007) (0.005) (0.004) (0.006) (0.009)

Flood year+3 -0.002 0.004 0.009 0.014** 0.003 0.009 0.005

(0.005) (0.004) (0.007) (0.005) (0.004) (0.007) (0.008)

Constant 3.074* 2.818* 3.130** 2.578* 3.004** 2.830** 3.322**

(1.550) (1.454) (1.552) (1.308) (1.484) (1.324) (1.495)

Observations 235 235 235 235 235 235 235

R-squared 0.622 0.622 0.621 0.647 0.621 0.633 0.638

Number of pre 47 47 47 47 47 47 47

Prefecture FE YES YES YES YES YES YES YES

Year FE YES YES YES YES YES YES YES

 家屋被害率が１％以上の水災が発生したら、水災
補償の加入率が増える。（99％有意水準）

 損失の金額ではなく、規模が大きい水災のみ水災
補償の加入に影響がある。

 しかし，このような影響は相対的に小さくて（や
く3％）、続く時間は短い（2年間）

原因：
アベイラ
ビリティ

水災要因
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洪水リスク高

い都道府県の水

災補償の加入率

は有意に高いが、

大規模水災に対

する反応は違い

がない

Group Obs. Mean Mean-Diff t

High 161 0.340
0.039*** 6.313

Low 168 0.301

Group 𝛽𝐻 𝛽𝐿 d p-value

Flood year 0.0116 0.0009 0.011 0.280

(0.80) (0.09)

Flood year+1 0.0202 0.0235*** -0.003 0.451

(0.85) (4.27)

Constant -1.070*** -1.192*** -0.122 0.016

(-177.46) (-200.02)

Observations 161 168

R-squared 0.290 0.547

Number of pre 47 47

Prefecture FE YES YES

Year FE YES YES

Fisher's Permutation test of heterogeneous effect in different areas

T-test of flood insurance take-up in high and low risk areas

水災要因
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Effect of frequency of small- or no-loss experience

Dependent variable ln(Take_up)

Frequency Variables (1) (2) (3) (4)

7 floods in 2 years -0.0073**

(0.003)

5 floods in 2 years -0.0026

(0.004)

10 floods in 3 years -0.0034

(0.004)

15 floods in 5 years -0.0033

(0.004)

Constant 3.578** 3.972** 3.910** 3.857**

(1.599) (1.664) (1.702) (1.702)

Observations 233 233 233 233

R-squared 0.643 0.632 0.633 0.632

Number of pre 47 47 47 47

Prefecture FE YES YES YES YES

Year FE YES YES YES YES

ギャンブラーの

誤謬性のため、重

大でない水災の頻

度が高ければ（2

年間7回以上）、

水災補償の加入は

逆に低くなる。し

かし、この効果は

2年間だけ続く。

水災要因
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【結論】１

本研究
（負の影響要因）
可処分所得、年齢、3 階以上マンションの割合
（正の影響要因）
教育水準、政府の救済金額

 水災補償の加入は、社会経済的要因と関連がある

ほかの研究
（負の影響要因）
保険料水準、貯蓄額、政府の救済金額、年齢
（正の影響要因）
可処分所得、教育水準
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【結論】２

本研究
 重大な水災がある年度、水災補

償の加入は増える
原因：アベイラビリティ
期間：2年

 規模が大きい水災→重大
 損害金額が大きい水災→重大で

ない

 水災補償の加入は、水災要因と関連がある

ほかの研究
 災害がある年度、水災補償

の加入は増える
原因：アベイラビリティ
期間：
日本の震災の場合→4年
神谷（2019）
米国の洪水の場合→6年
Gallagher (2014)まとめ
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【結論】２

本研究
 重大でない災害の頻度→負影響
原因：ギャンブラーの誤謬性

 リスク高いエリア：
加入率が高い、
水災への反応は同じ

ほかの研究
 重大でない災害の頻度→正

影響
Lin (2020)

まとめ

 水災補償の加入は、水災要因と関連がある
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【限界】

データの制約

本研究：

✕都道府県レベルの集計データ→個人の行動を
特定できない（加入時間、解約時間など）

✕個人の地理情報を考慮しない

将来：

個人のマイクロ行動データを用いる
高解析GISデータを利用
AIで個人別の行動を分析まとめ
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